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1. はじめに 

 

 2007年に改正された「港湾の施設の技術上の基準 1)」

においては，港湾施設の設計における性能規定化が図ら

れ，この施設が有すべき性能を照査する手段として「レ

ベル 1信頼性設計法」が標準的な手法として採用されて

いる．レベル 1信頼設計法においては，信頼性指標を用

いる「レベル 2 信頼性設計法 2)」にもとづいて得られた

目標信頼性指標が与えられれば，極めて容易に設計を行

うことができる優れた方法である．しかしながら，既設

構造物に対しては，適用しにくいものと思われる． 

 ところで我が国には，西暦 2000 年までに従来の「安

全率」にもとづいて設計されたと考えられる港湾施設が，

全国で防波堤が延長 500km，係留施設が 900km の総延

長にわたって整備されている． 

 

2．研究の目的 

 

 上述の状況を踏まえ，本研究においては既設港湾構造

物の維持管理のための信頼性設計法に関する考察を行

い，従来の「安全率」にもとづく設計法と，信頼性設計

法の整合を図り，現下の喫緊の課題である既設構造物の

適正な維持管理に資することを目的とした．本稿では，

対象を重力式構造物の波力に対する外的安定問題に限

定する． 

 

3. 性能関数の定義 

 

 本研究では防波堤の波力に対する性能関数を，安全率

と同じく式(1)で定義した場合について考察する． 

𝑍 =
𝑓(𝑊 − 𝑈)

𝑃
 

ここで，𝑓：堤体と捨石マウンドとの摩擦係数，𝑊：浮

力を差し引いた堤体の重量，𝑈：揚圧力，𝑃：水平波力

（合田波力）. 

 

4. 設計因子の確率密度関数とその母数 

  

 本研究おいては(1)摩擦係数，(2)堤体重量，(3)揚圧力，

(4)水平波力（合田波力）はすべて正規分布に従うもの

とし，その母数は合田 3)に倣い，表-1に示すとおりとし

た．なお，海底勾配 1/100 の海域において，水深-13m，

捨石マウンドの天端高-9.0m上に設置されたケーソン式

混成防波堤を想定し，再現期間 50 年の波に対する滑動

安全率を 1.20としている． 

 

 

 

5. Z=R/Sの従う確率密度関数 

 

 Rを正規分布に従う確率変数で，その平均を𝜇𝑅，標準

偏差を𝜎𝑅とする．同様に，Sを正規分布に従う確率変数

で，その平均を𝜇𝑆，標準偏差を𝜎𝑆とする.このとき，性

能関数 Z=R/S が従う確率密度関数を求める．つまり，

性能関数を安全率の定義式と等しくした場合について

考察する． 

 Z=R/S は S=0の場合を除き確率密度関数となり，さら

に R(𝜃𝑅, 𝜎𝑅)と S(𝜃𝑆, 𝜎𝑆)が正規分布に従い，相関がないと

きには，その確率密度関数は式(2)で与えられる 4),5)
. 

 

f(𝑍) =
b(𝑧)d(z)
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 ここにΦ(z)は標準正規累積分布関数で，式(3)で表される． 

Φ(z) =
1

√2𝜋
∫ exp⁡(−

𝑢2

2

𝑧

−∞
)𝑑𝑢 

 

6. 具体的な計算例 

 

 表-1 に従って，以下に具体的な計算例を示す．W と

U が独立のとき𝑊 −𝑈の平均は，正規分布の再生性によ

って，E[W-U]=E[W]-E[U]= 3137となる．さらに，分散

も正規分布の再生性によって V[W-U]=𝑉[𝑊] + 𝑉[𝑈] =

22696.36となるから標準偏差は，√22696.36=150.7 

(kN/m)となる．𝑓(𝑊 − 𝑈)の平均は，確率変数 X と Y が

独 立 の と き E[XY]=E[X]E[Y] の 関 係 を 用 い て ，

𝐸[𝑓(𝑊 − 𝑈] = 𝐸[𝑓]𝐸[𝑊 − 𝑈] = 1995.1,また分散は，

𝑉[𝑋𝑌] = {𝐸[𝑋]}2𝑉[𝑌] + {𝐸[𝑌]}2𝑉[𝑋] + 𝑉[𝑋]𝑉[𝑌]の関係 6)

を用いて， 

𝑉[𝑓(𝑊 − 𝑈)] = {𝐸[𝑓]}2𝑉[𝑊 − 𝑈] + {𝐸[𝑊 − 𝑈]}2𝑉[𝑓]
+ 𝑉[𝑓]𝑉[𝑊 − 𝑈] = 45308.7 

これから，標準偏差√45308.7 =212.9(kN/m)が得られる． 

 以上によって，𝑓(𝑊 − 𝑈)の平均と分散は明らかにな

ったが，その確率密度関数の分布形が不明である． 

 そこで，Box-Muller 法を用いて各設計因子について

10,000 個の正規乱数を発生させたモンテカルロ法

(M.C.S.)によってこれを計算すると図-1に示すようにな

る．これから，f(W-U)を正規分布 f(x)=
1

√2𝜋𝜎
exp⁡{−

(𝑥−𝜇)2

2𝜎2
}

で近似できることが分かった． 

ここで，標準偏差σ = √𝑉[𝑓(𝑊 − 𝑈)]=212.9(kN/m)，平均

⁡𝜇 = 𝐸[𝑓(𝑊 − 𝑈)]=1995.1(kN/m)である．

 

キーワード：既設港湾構造物，維持管理，レベル 0（ゼロ）信頼性設計法，性能関数，波力に対する外的安定 

連絡先：東京都世田谷区池尻 2-33-16  電話：(03)3791-3361，FAX：(03)3791-5454 

設計因子 単位 記号 設計値 標準偏差 相対比率 変動係数

摩擦係数 f 0.636 0.095 1.06 0.15

直立部重量 kN/m W 3720 74.4 1.02 0.02

揚圧力 kN/m U 547 131 0.77 0.24

水平波力 kN/m P 1130 271 0.77 0.24

表-1 設計因子とその母数 

(1) 

(2) 

(3) 
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 𝑓(𝑊 − 𝑈)と P との相関係数は， 

ρ =
𝐸[𝑓(𝑊 − 𝑈)𝑃] − 𝐸[𝑓(𝑊 − 𝑈)]𝐸[𝑃]

√𝑉[𝑓(𝑊 − 𝑈)]√𝑉[𝑃]
 

=
𝐸[𝑓(𝑊 − 𝑈)𝑃] − 1237.02 ∗ 687

√38053.9 ∗ 165
 

上式の分子の𝐸[𝑓(𝑊 − 𝑈)𝑃]をモンテカルロ法(M.C.S)

によって求めと，𝐸[𝑓(𝑊 − 𝑈)𝑃]=706196 となるから 

ρ =
𝐸[𝑓(𝑊 − 𝑈)𝑃] − 𝐸[𝑓(𝑊 − 𝑈)]𝐸[𝑃]

√𝑉[𝑓(𝑊 − 𝑈)]√𝑉[𝑃]
== 0.0219 

したがって，f(W-U)と P は相関がないことが確認できた．

このとき性能関数 Zの平均𝜇𝑍および破壊確率𝑃𝑧𝑓は，式

(4)および式(5)で計算される．ただし，Z=R/S<1 のとき

破壊するものとする． 

これから𝜇𝑧 =1.77 および𝑃𝑍𝑓 =0.0156 が得られる． 

以上の計算は再現期間 50年の設計波高に対する安全率

を 1.2 としたときの滑動破壊確率である． 

 

 
 

 

 
 

 

      𝜇𝑍  ∫ 𝑓(𝑧)𝑑𝑧 = 0.5
𝜇 
−∞

             (4) 

              𝑃𝑍𝑓 = ∫ 𝑓(𝑧)𝑑𝑧
1

−∞
               (5)  

 

 防波堤の耐用年数 50年間の滑動確率を計算するため

には，再現期間 10～100年程度の来襲波に対する滑動確

率を考慮する必要がある．これは，長尾 7)によって既に

行われているようにポアソン分布に従うものとして求

めることができる．ただし，NOWPHAS の波浪観測デ

ータの整理 8)は，極大波高によるサンプリングが行われ

ていることから，冬季風浪が卓越する海域においては高

波の来襲が図-4 に示すように冬季に集中する．したが

って，時間間隔については海域ごとの検討が必要となる． 
 

7. まとめ 

 

 本研究では性能関数として安全率の算定式そのもの

Z=f(W-U)/P を採用し，その確率密度関数を求めて平均

と破壊確率を直接に計算することを可能とした． 

これによって既設港湾構造物の安全性の評価を可能に

し，波力の増大や堤体の補強（改良）に対応することを

可能にした．ここでは，波力に対する外的安定問題に限

定して論述した． 

 本研究は，数理統計学にもとづいて信頼性設計法の新

たな手法を構築したものであり，本手法を「レベル 0（ゼ

ロ）信頼性設計法」と名づけることとしたい． 
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図-1 M.C.S による f(W-U)の分布形 

図-2 正規分布に従う合田波力と滑動抵抗力 

図-3 Z =
𝑓(𝑊−𝑈)

𝑃
の確率密度関数 

f(W-U) 

P 

図-4 極大波の月別来襲回数（文献 8)より作成） 
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